
ソウ"エト連邦における「自由時間」と
フィジカル・レクリエ シヨン

序

高度に発達した、今日の産業社会の中にあっ

て、人間の生活のための必要労働時間は、減少

の一途をたどり、自由時聞が増加している。こ

うして増加した自由時間の、その利用の実態に

ついての調査研究は、それを利用する人々の

「生活の質」を究明することになる。自由時間

の編成構造の内容は、その人々の文化レベルを

反映し、刻印しているのである。

国民の生活を、国家の政策でリードしてゆく、

社会主義国においては、こうした社会調査は重

要な意味を持つ。ソヴ、エト連邦においても比較

的古くからこうした「自由時間」の費消の研究

は存在した。

本研究は、こうした、自由時間の費消構造の

調査に現われた、体育・スポーツ・ツーリズム

といった身体的レクリエ ションに費やされる

時間を分析することによって、ソウエト連邦の

国民の生活の中に、身体的レクリエーシヨンが

どのような位置を持ち、その状況を克服し、発

展するためにはまたどのような課題が存在して

いるのかを検討してゆくものである。

I.ソヴエト連邦における

『自由時間」の諸問題

1. ソヴ、エト連邦における「自由時間j論

ソウエト共産党書記長ブレジネフ(

)の次のような言葉「自由時聞は、

それが人間の全面発達の可能性と、全社会の物

質的・精神的カの、さらなる増大の為に利用さ
(注 1) 

れる時に、本当に“社会的富"だと言えるア

明治大学 寺島善一

が、現代ソヴエトにおける「自由時間」の概念

を明確に表現している。

ソヴエトの社会学者プルウデンスキー(仁A

I1p.Yl13HιK凶抗)は 1960年10月号の、
「コムニスト」誌で[社会主義下の自由時間

(C.BO.oollけDe8peM兄)は、人格の全面発展のた
(注2) 

め使われる時間jと規定している。さらに「勤

労者の作業外時間の研究の経験」の著作の中で、

作業外時間を分析し、四つの主要部分に細分し

ている。1. 生産現場の作業に関連した時間

(作業現場への往復の時間費消、作業後のシャ

ワー、着換え時間等) 2. 家庭労働の時間、

また個人の家政内での場合もあり、生活関係の

公共施設やその他の施設、企業のサ ヴ、ィス、

セルフサーヴィスに費消する時間(物品購買、

食物調理、子供の世話、家屋や家具、衣服や履

物の手入れ、身のまわりの整理、その他の種類

の家庭労働。) 3. 生理的要求をみたす時間

(睡眠、食事) 4. 学習技能向上、独習、子

女の教育、社会的活動、アマチュア芸術活動、

休息、体育・スポーツ、手工芸制作、その他に

費やされる時聞を含んだ自由時間。プルウデン

スキーは、こうして作業外時間を分析して、 4.
(注3) 

にあたる時間を自由時間と規定するのである。

そしてその著作でさらに「豊かさの尺度になる

のはすでに作業時間ではなく、自由時間なので

ある。まさに自由時聞が、それを利用する性格

が、人間の調和的発達、彼の能力および、創造的
位。

天ぴんの開花の基となるであろう。」と論じて

いる。

つまり、ソヴェトにおけあ「自由時間」の概
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念の中には、生産活動に費やされた、肉体と神

経の力を回復させるだけではなく、人間の創造

的、人格的発展の為の時間であるという志向性

が強く存在している。このことは自由時間にお

ける行動の型が、休養型でなく活動型であるこ

とを示すものである。(表 1) 

このようにソウ，tI.::r:，.トにおいては、自由時間を

無為無策に利用したり、単に暇をつぶすなどと

いうことを強く戒めている。プルウデンスキー

は、その自由時間費消の合理的・積極的利用の

意義を次のように強調する。 r自由時聞は、平

均して年に400時間増大した。ソ連邦工業全

体の労働者にすると、その増加分は、ほマ60 

億ないし80億時間になる。労働生産性が増大

した結果得られたとの資源は、入閣のために、

また全体としての社会のために、最大限有益に
住5)

利用されなければならないのである。

また、ゲ.ベ.オシポーフ Cr.8.Oc凶n.oB)
は、 「人格の社会化を方向づけるために、さま

ざまな種類の作業外時間の費消を意識的に規制

することは、社会発展のきわめて重要な社会的
位6)

問題となる。」と主張している。(傍点筆者〉

このように、自由時間を社会的資源とみなし、

その資源を合理的積極的に組織化しようと試み

るのである。そして、このような社会学の研究

者らの論潮に援用されて、第25回共産党大会

で「勤労者の自分自身の自由時間編成の完成を

めざす方法・手段」についての決定がなされ、

国民を文化的・建設的方向に自由時間費消させ

ようと指導するのである。

こうした、自由時間の編成に対する、国家、

社会の指導性に対して、資本主義社会の社会学

者らは 1974年にブリ y セルで開催された

「工業化社会におけるレジャ 活動」について

の国際会議において、批判を浴せた。その論旨

は「自由時間における活動は『自由』であらね
位7)

ばならない」というものであった。

こうした自由時間論に対してストリヤロフ

C8.r1. CiO.刀刃pof3)は、 「自由時間における
人々の活動は、ある程度個人の選択、意志、判

断によるものである。しかし、この自由な絶体

化されない。第一に、自由時間の何れかの活動

の選択は一定程度、社会的・経済的条件、産業

の水準、交際、文化、生活環境、周囲の人問、

教育程度などの諸要因によって条件づ、けられ、

制限されている。……『自由時間における組織

とその内容の可能性は、社会そのものの可能性
位8) 位9)

を反映する jCH.N. noHo Ho.pe 8)~~ Jと反論
している。人聞が意志や欲求のまま自由に行動

するとしても、その行動をおこす必然性を認識

すること、外的諸条件を吟味することを抜いて

は考えられないことを強調するのである。

こうしたソヴェトにおける自由時間について

の指導・規制は、人間の全面的発達に向けて自

由時聞が使用されるべきであるという sollen

が強く存在しているということであって、ソザ

エト国民の自由時間配分・費消に対する直接的

に介入し、特定の目的の為に時間を費消させよ

うとするものではない。時聞を合理的・積極的

に利用することによって、勤労者の全面発達の

巨大な可能性を切り聞き、社会生活や経済生活

において、また、それを計画する際に、国民の

自由時間を、政策の中に組織化することの必要

性を強調しているのである。
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表1. 自由時間行動の休養型と活動型の諸外留との比較
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究は 19 5 9年のフ。ルウデンスキーらの報告に

よればグラスノヤルスク管区の時間支出の実態

調査をしたことが端緒となり、続々と研究が展

開されてゆく。 19 5 9年に行なわれたクラス

ノヤルスグの調査(表2)では、自由時間の週

あたりの総量は男子で約 29時間、女子で約

20.5時間である。またこの調査では、より高

度の教育水準をもっ労働者にあっては、自由時

聞が合理的に利用されている。教養ある人聞は、

連 l 通例、一般に自由時闘をより組織的に利用する。

(備考)1.通産省「我が国の余暇の現状と余暇時代への展望」

(48年〕

2. 日本はNHKr国民生活時間調査J(50年)による。

2. r自由時間」の歴史的発展
今日の社会学研究の中において、タイム・パ

セット (Time Budge ts )の研究が、国民

生活のあり方を研究する基礎的資料として、広

く世界に関心を呼んでいる。このタイム・パセ

ットの研究は、生活時間の配分・費消構造を研
性10)

究する中から「生活の質」を吟味してゆこうと

する。

こうした生活時間の配分・費消の研究は、国

家レベルで政策を推進する社会主義国において

は、その必要性が高かったので、早くから研究

が進展していた。ソヴエト連邦においては、革

命成立後の政策立案の参考とするために、スト

ワルミリン(c.rCrpyM MJI凶Hct)によっ
て、 19 2 2 年~24 年に最初の調査が行なわ
(注 11)

れている。 その調査内容は、主として生活時

間の中における作業時間についてであった。各

職業別の作業時間の実態について調査し、社会

主義社会の計画経済の発展計画のための、適正

な作業時間のあり方を策定する資料にしていっ

た。

教育程度が上昇するとともに、学習、独習、自

己陶冶などさまざまな文化的欲求の充足への時
位 12)

間費消が増大する傾向が判明する。このグラス

ノヤルスグにおける調査は 19 6 3年に大量に

反復研究が行なわれている。(表4のグラスノヤ

ヤルスク州参照)

続いて、 19 6 2年には、ゲ.ベ.オシポー

フらはゴーリキー州の五つの大工場で時間配分

構造の研究を行っている。(表3) 自由時間

はここにおいても、その人の教育程度が高いほ

ど、なおいっそう教養的・文化的に、より多く
位13)

の時間を費やすことを知ることができる。

また、男子の自由時間の総量は約30時間、

女子は18. 7時間である。

1 9 6 3年には、プルウデンスキー、ベ.テ.

コルパ コフ(fS.T.iえ0刀打0，1"013)の報告に
よれば、ゴーリキ一、イワノウォ、ロトロフ、

スヴェルドロフスクの囲外lの家族について、ロ

シア共和国中央統計局により実態調査が行なわ

れているσ(表4) また同じ1963年には

ゲ.テ.ジュラヴリョフ (τr~(j刀ふape8 ) 

によってカザン市の織物工場と化学工場におい

て、自由時間量ならびにその利用のしかたを明

確にする為に調査が行なわれた。(表5) 

しかし、タイム・パセットの本格的な調査研 こうした一連の生活時間配分一自由時間配分
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構造の調査研究により、プルウデンスキーは、

国民の自由時間をよりいっそう増加させ得る可

能性を指摘して「かが国には、自由時間を増す

非常に大きな余力があり、勤労者の時間支出構

造の研究がそれを示している。勤労者の物質的、

文化的水準の向上、また社会主義社会における

勤労者の自由時間の増大の基本的条件として、

労働生産性の引きあげや作業時間のよりよい利

用、節約ということがある。ところがすでに指

摘されたように、自由時間を増す大きな余力は、

主として、家庭労働への時間や、生産現場の作

業に関係ある時間の費消がまだ非常に大きいの

を縮少することによって作業外時間の全体をよ
佐川

り合理的に利用することにも関連している。」

と述べている。また婦人のもつ自由時間の少な

さにもふれて、 「家庭労働の時間費消を短縮す

ることは、勤労者の自由時間を増す基本的源泉
駐日〉

の一つである。」とし「ソ連邦における家庭労

働は一人に換算して約 1000億を喰っている。

それはすぐれて女子労働なのだ。労働能力をも

っ年令の女性の総数の約三分のーが家政や自家

副業にのみ従事していることになる。」と述べ、

その問題を指摘する。家庭におけるあまり生産

的でない労働を軽減短縮するさまざまな機械

(洗濯など)、設備を生活に定着させる必要性、

さらに公共食堂確保状況の改善の必要性をプル
性16)

ウデンスキーは主張する。

こうした一連の調査研究の後、その結果を分

析し、 1967年に革命50周年を記念して、

ソヴエト連邦政府は週休二日制導入に踏み切っ

た。とのことによってソ連邦勤労者の持つ、自

由時間は年間 1500 時間~1900 時間となり、

勤労者の年間作業時間ファンドとほぐ等しくな
位向
る。 共産党、コムソモールなどの社会団体は、

こうした増加した自由時間の組織的、合理的、

創造的利用にむけて、それぞれの団体の任務に

応じて努力をしてゆく。その頂点にブレジネフ

演説があり、第25回共産党大会決定が存在す

るのである。自由時間における、国民の無為無

策の「暇つぶし」を排除し、自由時間を文化的

建設的に利用し、人間の全面発達を目指さすよ

うに指導・宣伝してゆくのである。

表2. 教育水準による勤労者の自由時間の利用のしかた(一週間あたり〉

(グラスノヤールスク， 1959年)一 昨年一昨年lr等
男子|女子男子|女子男子|女子

時間1% ¥時間l% I 時間~時間\% 時間1% ¥時間1%
学 習 1.3 5，3 0.6 4.2 4.4 15.2 3.6 22.8 8.2 31. 0 

独習・自己陶冶 5.4 22.0 1.9 13.5 7.2 24.8 4.0 19.01 8.3 24.8 5.3 20.0 

体育・スポーツ 1. 2， 4.9 1.4 4.8 0.1 0.5 1.2 3.6 0.5 2.0 

気晴ら し 12.7 51. 9 8.4 59.6 12.2 42.1 10.1 47.4 12.5 37.4 10.0 38.0 

手芸的労働 0.2 0.8 0.2 1.4 0.3 1.0 0.2 0.9 0.3 0.9 0.3 1.1 

社会活動 0.3 1.2 0.5 3.5 0.2 0.7 0.4 1.9 0.5 1.5 0.8 3.0 

無為の休息 2.1 '8.6 1.2 8.5 2.0 6.9 1.8 8.5 1.8 5.4 0.6 2.3 

そ σコ {也 1.3 5.3 1.3 9.2 1.3 4.5 1.0 4.7 1.2 3.6 0.7 2.6 

計 ¥24.51100.0¥14. *00.0129.01100.0¥21. *00.0133.4¥100.0¥26.4¥100.0 
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表3 教育程度別による作業外時間配分構造(一週間あたり)

労 時 間 費 消 の 一 般 構 造

{動
労 自外 r司、 r、 (家 来 ス I '"や文

時 間通 {動 睡 然 家買事 客 ポ 見時書さ化
間 )勤 時 1民 の 具物労 の l る間籍れ水
の 時 間 . 生 、 、働 接 ツ 時、、る準

内 間 と 食 理 衣食お 待 . 間ラ雑時や
容 や 関 事 的 服事よ

、
散 、ジ誌間職

教 超 連 お 要 ののび 訪 歩 ネ士オ 能
育 過 す よ 求 手準雑 間 . 会、新 の
程 動 る び、 の 入備用 ダ、 活テ関

務 時 入 充 れ
、

ン 動レを度
持 間 浴 足 )家 ス 〉ビ読

、】ノ 、 . をむ 費
4年級以下 4 8.6 9 6 2.8 1 38.72 7.3 1 10.4 2 

7年級以下 4 7.9 3 62.97 32.16 9.71 1 5.2 1 

1 0年級以下 4 7.8 1 62.67 26.56 1 2.3 0 18.55 

職業学校
49.12 64.10 25.56 12.18 1 7.0 4 普通工養成所

技 術 者 48.81 64.4 3 26.05 10.36 18.22 

技 師 50.56 62.43 24.4 9 1 1.1 0 19.36 

表4. 表5.

自由時悶由貿消種別

内向時間由週1人当りE昔前五[-1
(時間

lifs・ヴz・タイプィ l織物盟
警告 lhフ記量化学工場也王室
事算|男子|女子li=1宜子

工車企量白被霞査労揖者申遍自由時間フォシド事l周吠況
(1人当り平均白1週間由時間}

自由時衛費消の種類

自由時

学

書籍，新聞，雑誌由説書

アマチ~ア芸術活動サークルで活動
(音楽，実用芸術，教養大学をふ〈む}

社会的活動

合理化運動・発明

体育・スポーツ

映画(テレずィ)・抜踊観覧 I5. 
そ白他由貿消 J4. 

FLD 戸。



ll. r自由時間」におけるフイジ力
ルレクリエーシヨン

1. r自由時間」におけるフィジカルレクリ

ェーションの歴史的展開過程

ソゲェト連邦における生活時間の配分ならび

に自由時間の費消の実態は、前述の如くである。

自由時間を人間の発達のため、:豊かな生活のた

めに費消させようという国家社会の期待・要求

が強い。自由時間費消の中に占める身体的レグ
位 18)

リエーションの位置は、どのように考えられて

いるのか。イーベー・モケロフ (1;1日付OKe

t013 )は、 「生産過程において消費された、

生活のエネルギーを補充し、それにより労働力

の向上をもたらす。それのみならず、労働者の

文化的技術的水準を向上させる前提を作り出す。

そしてこれらは労働生産性と生産効率を高めて

いるが、同様に、健康を強化し、肉体的、精神
位 19)

的可能性を完成させるのに役立つ。」と規定す

る。こうした身体的レクリエ ションに対する

認識は、モケロフのみならず、ソグエトの自由

時間費消構造の創始者であるストウルミワンの

時代から堅持されている。 r肉体・精神労働の

合理的組織化を計り、生活慣習、生産、休日な

どにおいて、体育・ツ リズムを結合させ、自

然を最も広く利用するく積極的休息〉機関に関
位20)

する政策システムを科学的に研究する。」ため

に、自由時間を分析し、身体的レグリエーショ

ンに使用されている時間を解明するのであった。

ストウルミリンが1922 年~24 年に行っ

た調査の報告によれば、その時代に身体的レク

リエーション活動に参加した時聞は、勤労者男

子で月に1. 5 時間~2.9 時間、週に 2 0分~

4 0分であった。これはその当時の自由時間の

全体量の、わずかに1. 0~ 1. 7%にしか相当し

ない。しかもその上、婦人におけるレグリエー

ションはわずかに散歩、ダンスが行なわれるの

みであった。またこの時代に恒常的にスポーツ

活動を行っているものは、国民全体の 6~8%
(注 21) 

にすぎなかった。その後、 19 2 9年にストウ

ルミリンが行ったモスグワ市の調査では、労働

者が、何らかの体育・スポーツ活動を行ってい

る持間は、週に男性で1.6時間、女性で0.2時

間しかない。自由時間の総量の中で、体育・ス

ポーツ活働の占める割合は男性で3.8%、女性

で1.8%にあたる。しかも定期的にそれを行っ

ているものは男性で33%、女性で6~7%で
位22)

あるという結果が出ている。 このように、ソヴ

エト連邦建国初期においては、体育・スポーツ

(身体的レクリエーション)が自由時間編成構

造の中に占める割合は極度に低いものであった。

1 922年~24 年の調査、 1 929年の調

査に続いて、自由時間の調査が大規模に行なわ

れたのは1959 年~63年のクラスノヤルス

クで行われたものである。(表2) この

1 95 9年の調査報告では、体育・スポーツに

参加している時間は週当り男性で1.26時間、

女性で0.3時間であり、四年後の1963年の

調査(表4)では、男性2.2時間、女性0.5時
位23)

聞と増加している。 同様に 196 3年のアル

テモフのクラスノヤルスクの調査では、週あた

り、男性で2.6時間、女性でO.7時間であり、

自由時間総量の平日で男性は5.8%、女性で

1.3%、休日で男性9.5%、女性5.6%を体育・

スポーツ活動に消費している。さらに最低週一

回は体育・スポーツ活動に参加している国民は

男性で60%、女性で20%という高率を示し
位24)
ている。

このように 1959年から 1963年の四年

間における、体育・スポーツ活動に従事する勤

労者の増加現象は、自由時間全体量が28時間
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→32.4時間と増加するのに伴って自由時鳥噴

消溝造の中に文化的欲求が高まり、体育・スポ

ーツに対する認識・要求が高くなっていったこ

とを反映している。またこの時期は、ソウエト

共産党中央委員会及びソ連邦閣僚会議により提

出(1 959年1月9日)された「国における

体育・スポーツの指導についてJ4(OpJκ。
BOl1t了13e 中凶3凶:Jee.KD内 kjflTTJton 
凶C-fTc>pToHB ιTPd..He > 
が、国家としての体育・スポーツ運動の組織の

本質的改善をして、体育・スポーツに参加する
住25)

人口を増加させようとしている。 この傾向は

モケロプのウラルのスペルふqフスクの二つの

工場における調査にもあらわれている。 1957

年のその工場における体育・スポーツ・ツーリ

ングなどに参加している人は1000人中47 

人しかいなかったが、 1967年の調査では、

1 000人中179人と 3.8倍にスポーツ参加
(注26)

の人口が増加している。(表6) 

しかし、自由時間における体育・スポーツへ

の参加の時間と人員は上昇しつつあるものの、

さらなる発展の為に障害となる本質的欠陥も顕

在化してきた。その一つは、身体的レクリエー

ションにとってもっとも簡単に行いえて、しか

も身体的効果からすれば非常に重要な要素とな

る「朝の体操Jなどを行っている人々が非常に

少ないというととである。今一つは、恒常的に

体育・スポーツ活動に参加する基本的要素であ

るスポーツグラブ守への加入している人々が少な

いことがある。こうした欠陥の克服には、体育・

スポーツの宣伝の質を急速に上げ、全人口が、

体育に対する認識を高めさせることが必要にな

り、またスポーツクラブや練習場を勤労者の労
位27)

{動体制に一致させる保障が必要となる。 こう

した状況を克服する中から、国民の中に質の高

い自由時間活動としての体育・スポーツ活動を

保障してゆこうと、体育・スポーツ運動の組織

に本質的改善を加えていくのであった。

表6. 年令別における体育・スポーツの参加者数

(労働諸機関グループの中の 1000人の労働者を対象とした)

:ヘ
年 増 方日 倍 数

195 7 196 7 1 957 
1 9 5 7 から から から

196 7 1 977 1 97 7 

2 9才まで 5 8 292 626 5 2. 1 1 0.8 

30~39 才 3 9 133 536 3.4 4 1 3.7 

4 0~4 9才 3 8 8 4 380 2.2 4.5 1 0 

5 0才以上 30 4 3 254 1.4 5.9 8.5 

全年令平均 4 7 179 470 3.8 2.6 1 O. 

による

司

4
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2. r自由時間」におけるフィジカル

リクリエーションの現状

1 967年の革命50周年を記念した週休二

日制の導入により、勤労者の持つ自由時間の量

は、さらに増大されていく。現在では、ゲ.ズ

ズボロスキーcr.3TopoBι101 t1 )の報告に
よれば、労働日には平均して一日 3~5 時間、

休祭日には1O~l 2時間の自由時間が存在す
(留め
る。 こうした自由時間の増加の中で、体育・

スポーツ・ツーリズムなどの身体的レクリエー

ションに参加する人々の数は、建国以来60年

に満たない間に、体育・スポーツの参加人口の

全体量では10 0 0倍以上、費消する自由時間
位29)

の量は2倍になっている。 また 1974年に、

ア.ゴシ子コCM.A.r。ω1-<-0 )がウグライ
ナ州ルグォグオフの四つの大企業で行った調査

では、自由時間費の中で、体育・スポーツに一

番多く時間を費いやしている勤労者が全体の約

60%も存在すると報告されている。

今日の、ソヴエト連邦の体育・スポーツ団体

は20万以上存在し、それに参加している人口

は5000万人以上おり、 19 才~59 才まで

の25%以上を組織している。さらに60才以

上の 1500万人が健康グラブ、ツーリスト遼
駐日〉

動、つりのグ、ループ等に参加しているo モケ

ロフが、 1977年ウラル州のスペルドロフス

クの工場で行った調査によれば1000人の中

で、 470人の入々がスポーツに参加してきて

いる。これは196 7年の 1000人の中で

179人が参加していたのに比較しても 2.6倍

になっている。さらに 1957年と比較すれば

1 0倍にもなっている。(表6) その参加し

ている運動種目の内容は(表7)の如くである。

さらにこの調査では、こうした身体的レクリエ

ーション活動に参加した後の効果について質問

している。この活動に積極的に参加しているも

のは、消極的なものより1.憶病率が少なく、し

かも病気になっても回復が早いこと。 2.健康を

強化し、疲労回復が早く、労働生産生に好影響
駐日)

を及ばしていることを報告している。

今日のこうした隆盛をもたらした原因は、

1 957年の決定に続き、 1966年に「体育

.スポーツの今後の発展に関する方法について」

くoMepo.X nO ..a~月ÞHε向ωeMJ
1>'3. 31?> 11 TI4 H> φYl3 Y1 ~ecKo~ I<.jJTtTJpbl > 
を決定したことが要因となっている。その決定

内容は「ソヴエト連邦の体育・スポーツの発展

ならびに、勤労者の共産主義教育、健康強化の

実現化にとって、大衆的体育・スポーツ組織の

役割が増大している」として、共産党やその他

の各種社会団体に対して「スポーツ種目への勤

労者の定期的参加を組織すること、中高年の人

々のための体育グループを作ること、生産体操

を行うこと、スポーツ施設、旅行施設、保養所、

釣の家や猟の家の設立に大きな指導性を発揮す
位 32)
ること」を義務づけている。この決定により、

ソヴエトの大衆的、生的、国民的スポ ツ路

線が敷かれてゆく。そしてこの決定は、その後

の体育・スポーツ運動の指導と、国民の全面的

に調和した発達を創り出す可能性を広い層に浸
位33)

透させることが出来た。 さらにこの決定によ

り、スポーツ広場、スタジアム、スポーツ殿堂、

郊外スポーツの家の建設が活発化し、体育・ス

ポーツ用具の生産量が増大し、スポーツの指導

者養成が集約的に行なわれてゆくのであった。

このように、共産党、閣僚会議が政策を決定し、

党やコムソモールや労働組合等、各々の組織が

その決定をうけて種々のスポ ツ施設などのハ

ードシステムを指導者などのソフトシステムを

整備し、国民の積極的な体育・スポーツへの参
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位34)
加を呼びかけている。 そして、その積極的な

身体的レクリエーション活動に参加する自由時

間において、人々は充分に休息し、生産活動に

費やされた肉体と神経の力を回復させるだけで

なく、調和し、全面的に発達し、精神的にも肉

体的にも完成されることを、国家社会は期待す

るのである。こうした組織化、指導性といった

ところにソヴェト連邦の自由時間政策の端緒が

伺い知れるのである。

表7. 運動の種類と年令別による体育・スポーツ参加者構成

( 1977年)

運動の
年令 29才まで 3 0~39才 40~49才 50才以上 全年令

種類

ス キ 1 9.0 22.2 12.8 6.1 15.8 

4. 9 1 0.0 1 1. 8 1 1. 6 8.8 

チェス 4.0 3.8 4.2 1.7 3. 7 

陸 上 競 技 5.2 3. 1 0.6 2.5 

バレーボール 7. 1 1.1 0.6 2.5 

フットボール 5.8 1.5 0.3 2.2 

ツー リ ズム 0.9 3.8 1.9 1.7 1.8 

ア 一 ス 3.8 0.8 1.1 

ホ ツ ケ 1.8 l.9 1.0 

そ の 他 9.3 5.4 6.4 3. 7 7. 1 

計 6 2.6 5 3.6 38.0 25.4 4 7.0 
L一一ーーー

3. i自由時間」におけるフィジカル

レクリエーションの課題

ポノマレフが「自由時間における組織と内容

の可能性は、社会そのものの可能性を反映する」

と述べているように、今日のソヴエト連邦にお

ける、自由時間の文化的・健康的利用としての

体育・スポーツに対する諸政策は、今日のソヴ

エト連邦の社会主義社会としての到達点を反映

している。自由時間の知的・文化的使用による

人聞の全面発達への志向の中に、体育・スポー

ツが重要な課題として存在していることは、諸

々の決定、各政策、指導、宣伝の中に伺い知る

ことが出来る。しかし現段階はソウエト連邦に

とっても共産主義社会を目指す過渡期であるの

で、そうした社会の反映として、体育・スポー

ツなどの身体的レグリエージョンにとっても、

未だ充分ではない。体育・スポーツが未来社会

を築き上げてゆくために重要な課題として存在

しているために、またより一層、現在の生活の

中に定着させゆくための課題はどのようなもの

が存在するのであろうか。

その課題の第一は、自由時間のより多くの増
位35) ‘

加ということである。 ソヴエト連邦の持つ現

代科学の水準からみれば、週休二日制の導入な

n
H
d
 

F
h
d
 



どにより自由時聞は増加したものの、まだまだ

自由時間を獲得し得るのである。とくに、婦人

においては、、その自由時間量は圧倒的に少ない。

婦人の体育・スポーツへの参加率の低さは、と

の自由時間の少なさと直接に関係があり、その
駐日〉

原因の大部分を占めている。 婦人が家庭労働

に費やしている時間はソ連邦全体で1000億

時間にものぼる。これは労働能力を持つ婦人の

総数の三分のーが家政や自家副業にのみ従事し

ていることになる。それ故に、家庭労働の時間

費消の短縮は勤労者全体の自由時間を増す基本

的源泉であるとされるのである。これには、公

共食堂施設の改善・拡充、洗濯等の大規模機械

化、保育施設の改良といった公共施設の社会的

環境の整備がその課題解決に必要となってくる。

婦人のみならず、現代科学のレベルからみれ

ば、国民全体にも自由時間の増加が可能である。

その可能性を追求するために次のようなことが

考えられる。1. 自由時間増加のための物質

的・技術的基盤を作ること。即ち、勤労者の自

由時間の組織化のために効果的、機能的な施設、

学校を保障すること。 2. 労働時間量の調整、

公共施設(食堂などの)、保育施設、商業輸送、

合理的都市計画、などの社会的環境を整備する

こと。 3. 以上のような条件整備により、社

会的・個人的要求や現実的可能性に基づき。自
位37)

由時闘が公平に分配されるように配慮すること。

こうしてその次には、国民の中に増加した自

由時間は、どのように組織的、合理的に利用さ

れるべきなのか検討されなければならない。こ

の問題に関してストリヤロフは次のような指摘

をする。 r自由時間の合理的費消、すなわち、

年令、性別、職業、住所、個人的関心、能力等

を考慮して適切にその時間を利用すること、さ

らにその時間を、どのような比率で、各種の活

動を自由時間の中に組み込むのかということに

関する、科学的根拠のある情報と宣伝が必要で
位38)
ある。」そしてそれに続いて、 「国民種々のグ

ループの自由時間の全体のバランスの中におけ

る体育・スポーツ活動に用いる時間と、他の躍動に用

いる時間との相互関係や、自由時間におけるス

ポーツ活動の最適時聞はどれぐらいなのかとい
位39)

った生理学的証明に注意を向けるべきである。

その具体的内容としては、1. 住民の多様な

生活時間における、一人一人の適切な運動量は

如何なるものであるのかという点について、社

会学と運動生理学の中から検討してゆくこと。

身体の正常な機能、健康の強化と維持、さらに

種々の活動を効果的に遂行させてゆくための適

切な運動量の検討。 2. 各年令や職業グルー

プの相違による多様な条件のもとにある人々の

運動に向けるべき時間の具体的指示や、適切な
位40)

ノルマの科学的研究の成果の発表。 が考えら

れている。こうした、人間の日常・労働生活を

その研究視野に入れ、国民の適性な運動量など

を研究し、それを国民の中に発表し、啓蒙して

ゆこうとするのである。

しかし、社会的環境整備、指導者の配置、適

切な運動量の検討など、政府や研究者の努力の

みでは、体育・スポーツは発展しえない。国民

自身が、主体的に取り組む姿勢を持たねばなら

ない。国民の中に、体育・スポーツの持つ価値

を正しく認識させる中で、その主体性の確立を

せまるのである。このことについて、ストリヤ

ロフは「スポーツの分野で形成される文化的価

値を明らかにし、それを他の社会的価値と比較

し、その相互関係、影響を認識することが重要
位41)
である。 j r体育・スポーツは人間の肉体の訓

練、肉体的完成、健康の強化、回復の手段とし

て考える場合にのみ、体育・スポーツの重要性
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を評価するという偏見が現在でもしばしば見受

られる。」と述べ、体育・スポーツの持つ文化

的価値の深い認識の必要性を主張する。そうし

た価値付与によって、体育・スポーツ・ツ リ

ズムといった、身体的レクリエーションを、国

民の文化的・全面的発達にとって、かけがえの

ないものとして位置づけるのである。↓

結び

今日のソビエトにおける「自由時間」は人間

の全面的発達にむけて利用されるべきであると

いう強い志向性が存在する。ソヴエトの科学技

術の発展、工業の近代化などによって得られた

「自由時間」を貴重な資源とし、その時間をよ

り合理的・積極的に費消することにより、より

質の高い人的能力を確保しようとするのである。

そして、そこで形成された質の高い人的能力が

さらに社会発展に寄与するというフィーやら

クを期待するのである。そのため国家・政府は、

社会的諸環境の整備といったハードシステムか

ら、人的配置といったソフトシステムを検討し、

整備・拡充してゆく。それは「自由時間におけ

る組織とその内容の可能性は、社会そのものの

可能性を反映する」からである。そうした自由

時間の中における、体育・スポーツ・ツーリズ

ムといった身体的レクリエーションは、積極的

休息となり、生産活動に費やされた、肉体と神

経の力を回復させるだけでなく、人間としても

調和し、全面的に発達し、精神的にも肉体的に

も完成され、より一層、健康を強化するのに役

立つのである。放に体育・スポーツは、今日の

増大する「自由時間」の中に、重要な文化的活

動として位置づけられ、国家的政策の庇護の中

で着実に発展してきている。今後も、国家や党

は社会的諸条件を整備し、国民の労働生活を視

野に入れ、国民自身の運動適量の診断を与え、

よりよいスポーツ組織を作り積極的に身体的レ

クリエーションを発展させるべく努力を継続し

てゆく。こうした過程の中から、国民の生活の

中に、体育・スポーツ活動が定着してゆく。そ

れは社会主義的生活様式の優位性を表現するこ

とでもある。
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